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リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調査マニュアル 

 
[序]概説 

１．はじめに 

地籍調査は、地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号。以下「準則」という。）

及び同運用基準（平成１４年３月１４日付け国土国第５９０号国土交通省土地・水資源局長通

知。以下「運用基準」という。）に基づき市町村等により実施されている。 

近年、山村部（国土調査法施行令（昭和２７年政令第５９号。以下「令」という。）別表第四

に定める区分のうち、乙二又は乙三の区域）における地籍調査は、土地所有者の高齢化、不在地

主の増加、森林の管理不足等により、現地立会いによる一筆地調査や測量が困難になってきてい

る。一方で、災害対策や環境保全、森林の多目的利用等の推進のために、地籍調査そのもののス

ピードアップや効率化が求められている。 

本マニュアルは、山村部における地籍調査において、公図等の境界を示す資料と併せ、近年進

展の著しいリモートセンシング技術により得られた地形情報や植生情報、現地調査で得られた筆

界情報、現地における位置に精通している者（以下「現地精通者」という。）等の証言等による

筆界情報等の重ね合わせや組み合わせにより、原則として現地立会いを行わないで筆界案を作成

し、それを土地の所有者等の関係者が集会所等で確認するとともに、必要に応じて現地で補備測

量を行うこと等により行う地籍調査の作業方法を示したものである。 

 

２．マニュアルの利用について 

２．１ マニュアルの目的及び適用範囲 

本マニュアルは、準則第８条(省令に定めのない方法)の規定を適用して実施するリモートセン

シング技術を用いた山村部の地籍調査の標準的な作業方法を定め、その規格を統一するととも

に、必要な精度を確保することを目的とする。 

本マニュアルの対象となるリモートセンシング技術は、空中写真測量、航空レーザ測量又はこ

れらの測量と同程度の精度・正確さを満たす技術とする。 

また、空中写真測量及び航空レーザ測量は、公共測量における作業規程の準則（平成２０年国

土交通省告示第４１３号。以下「公共測量作業規程準則」という。）にのっとることを原則とす

る。 

 

２．２ マニュアルの構成 

本マニュアルの構成は、以下のとおりである。 

[序]概説 

第１章 総則 

第２章 計画 

第３章 リモートセンシング技術を用いた一筆地調査 

第４章 リモートセンシング技術を用いた地籍測量 

第５章 地積測定 

 

３．作業実施に当たっての手続 

市町村等の地籍調査を行う者（責任機関）は、リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍

調査を行う場合には、準則第８条の規定に基づき、あらかじめ国土交通大臣の承認を受けて実施

するものとする。 

なお、準則第８条の規定に基づく承認申請（以下「準則第８条申請」という。）においては、

別紙を参考に申請書類を作成し、活用するリモートセンシング技術の諸元を明記するものとす

る。 
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※ 記載内容は、あくまで例であり、承認申請に当たっては調査地域の条件や活用する成果

の種類等を考慮し、理由を記載すること。 

５．準則に定めのない方法の内容 

リモートセンシング技術を活用した効率的な地籍調査を実施する。 

６．理由 

平成○○年に行われた○○による○○事業の際に実施された航空レーザ計測データを活用

し、筆界案の作成や立会いを効率的に実施するため、リモートセンシング技術を用いた山村

部の地籍調査マニュアルを活用し、地籍調査を実施する。 

なお、・・・工程については、○○の条件を○○であるため、○○を実施し、精度を確保

する予定である。 

・・・・・ 

 

平成○年○月から平成○年○月まで 

精度区分：○○、縮尺：1/○○○ 

○．○○㎢ 

記 

〇〇市◯◯地区

別紙のとおり 

１．調査地域及び面積 

２．調査地域区域図 

３．調査期間 

４．精度及び縮尺の区分 

地籍調査作業規程準則第８条の規定に基づき、下記のとおり同準則に定めのない方法によ 

り地籍調査を実施したいので、承認されたく申請する。 

地籍調査の実施に関する承認申請書 

〇〇市長◯◯◯◯ 

国 土 交 通 大 臣 殿 

号 

日 

番 

年 月 

別紙  
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第１章 総 則 

（目的） 

第１条 本マニュアルは、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号。以下「法」という。）第２

条第１項第３号及び第５項に規定する地籍調査のうち、リモートセンシング技術を用いた山村

部の地籍調査における標準的な作業方法を定め、その規格を統一するとともに、必要な精度を

確保することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本マニュアルは、山村部において、リモートセンシング技術を活用して実施する地籍調

査に適用することを標準とする。 

２ 地籍調査に使用するリモートセンシング技術は、本マニュアル別表（以下単に「別表」とい

う）第１に示す航空機又は衛星により撮影された空中写真（既存の空中写真（以下「アーカイ

ブ空中写真」という。）を含む。）又はレーザ計測データを用いるものとする。ただし、技術

の発展とともに実用化される他のリモートセンシング技術についても、精度等が令別表第四に

定める誤差の限度内であることを検証した上で採用することができるものとする。 

  なお、空中写真測量、航空レーザ測量等のリモートセンシング技術は、本マニュアルに定め

る地籍調査に必要な事項のほかは、公共測量作業規程準則を準用するものとする。 

３ リモートセンシング技術を用いた地籍調査の導入を検討する場合は、事前に土地所有者の状

況や現地精通者の存在、地形及び植生の状況等を把握し、導入の適否を確認するものとする。 

 
【解説】 

  リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調査の実施については、次表の要件等を参考に 

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

（運用規程） 

第３条 本マニュアルの運用に関し必要な事項については、本マニュアル中に運用規程として定

める。 

検討事項 対象地域選定の環境等 

土地の所有者 

土地所有者の高齢化や不在村化が進み、現地立会い等に困難が伴うと想

定される地域。現地立会いが困難である又は土地の境界情報が不明であ

る等の理由でリモートセンシング技術の採用に同意する土地の所有者が

多い地域 

現地精通者の

存在 

現地精通者として筆界調査の協力を依頼できる地元の町内会長・区長等

の公的な役割についている方、森林組合役職員、地元自治体職員、大規

模森林所有者又はそれと同等の方が存在する。 

地理的位置・

地形 

集落等から離れており、土地所有者等が現地に行くことが困難な地域や

急峻な地形等、現地での調査や測量が困難又は危険と予想される地域 

植生等 
天然林が多い地域又は植林された山林であっても伐採等があまり行われ

ておらず、間伐等の管理、里道の手入れ等もあまりされていない地域 

公図等 

公図が現況と一定程度整合していると想定される地域又は土地の所有者

に対するヒアリング等により、土地の配列等の情報を得ることができる

可能性のある地域 

地籍調査の対

象地域と面積 

既に地籍調査に適合する空中写真、航空レーダ計測データ等が存在する

地域。新たに航空レーザ測量、空中写真撮影等を実施する場合は、地籍

調査の対象地域が１０平方キロメートル以上であり、今後、計画的に地

籍調査を実施する地域 
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（趣旨の普及） 

第４条 地籍調査を行う者は、あらかじめ地籍調査の意義及び作業の内容を一般に周知させ、そ

の実施について土地の所有者その他の者の協力を得るように努めるものとする。 

２ 前項の作業の内容の周知に当たっては、土地の所有者に対し、併せて現地立会いの希望の有

無を確認するものとする。 

 

【解説】 

① 地籍調査の土地の所有者への説明 

 地籍調査の実施方針が決定し準備が整った段階で土地の所有者に対する説明会を開催する。説

明会の開催は、従来からの地籍調査における方法に準じて実施する。説明会では、地籍調査の方

法について、リモートセンシング技術を用いて筆界確認等の作業を実施し、現地における立会い

を省略することを説明する。 

また、集会所等において筆界案の確認を実施する旨を説明する。 

 

② 現地立会い希望の確認 

 地籍調査の方法について説明した後に、土地の所有者に対して、アンケート方式等により以下

の事項を確認する。 

ⅰ 現地立会いの希望 

ⅱ 境界の把握状況（図面等の資料の有無、山林の管理の状況、現地への立入りの経験等） 

 現地立会いを希望する土地の所有者等が多い場合には、従来手法（現地立会い及び地上法によ

る地籍測量）による地籍調査の実施を検討する。 

 

③ 現地精通者の選定 

 説明会の開催に当たり、現地精通者の選定を行う場合には、地元推進委員等と協議の上で、説

明会に出席した土地の所有者等の中から、現地精通者を選任するよう努める。 

 

（管理及び検査） 

第５条 地籍調査を行う者又は当該地籍調査について認証を行う者は、当該調査が令別表第四に

定める誤差の限度内の精度を保ち、かつ、当該調査に関する記録の記載又は表示に誤りがない

ように管理及び検査を行うものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（管理及び検査） 

第１条 地籍調査の管理及び検査は、地籍整備課長が別に定める「リモートセンシング技術を用

いた山村部の地籍調査事業工程管理及び検査規程」に基づいて行うものとする。 

 

（準則等の適用） 

第６条 地籍図及び地籍簿の作成に係る作業については、準則及び運用基準の規定を適用するも

のとする。 

 

 

第２章 計画 
 

（地籍調査の実施に関する計画） 

第７条 準則第九条の規定を適用するものとする。 

 

（調査地域の決定の基準） 

第８条 準則第十条及び運用基準第４条の規定を適用するものとする。 
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（精度及び縮尺の区分） 

第９条 準則第十一条及び運用基準第５条の規定を適用するものとする。 

 

（作業計画） 

第１０条 準則第九条第一項第五号の作業計画は、単位区域ごとに、かつ、単位作業別に定める

ものとする。 

２ 前項の単位作業とは、リモートセンシング技術を用いた一筆地調査、リモートセンシング技

術を用いた地籍測量、地積測定並びに地籍図及び地籍簿の作成の各作業をいい、リモートセン

シング技術を用いた地籍測量は第４０条第１項のとおり区分する。 

３ 第１項の規定により作業計画を作成するに当たっては、作業の経済的運用、単位作業間の相

互の関連及び進度並びに他の単位区域における作業との関連を考慮するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（作業計画） 

第２条 リモートセンシング技術を用いた地籍測量における航空測量の作業計画の作成に当たっ

ては、調査地域の気象条件、地形条件、植生条件等を十分勘案して、最適な時期及び手法で撮

影又は計測を行うことができるように考慮するものとする。 

 

 

 

第３章 リモートセンシング技術を用いた一筆地調査 
 

第一節 準備作業及び現地調査等 
 

（一筆地調査の記録及び成果） 

第１１条 リモートセンシング技術を用いた一筆地調査（以下単に「一筆地調査」という。）に

おける作業の記録及び成果は、次の各号に掲げるものとする。 

  一 調査図素図 

  二 調査図一覧図 

  三 地籍調査票 

  四 筆界推定線図 

  五 現地調査図 

  六 現地調査票 

  七 調査図 

  八 筆界確認図 

  

---- 運用規程 ---- 

（一筆地調査の記録及び成果の作成） 

第３条 本マニュアル第１１条各号に掲げる一筆地調査における作業の記録及び成果について

は、地籍整備課長が別に定める「リモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調査及び地積

測定における作業の記録・成果の記載例」（以下「記載例」という。）に基づいて作成するも

のとする。 

 

（作業進行予定表の作成） 

第１２条 準則第十三条の規定を適用するものとする。 

 

（単位区域界の調査） 

第１３条 準則第十四条の規定を適用するものとする。 
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（調査図素図等の作成） 

第１４条 準則第十五条及び運用基準第７条の規定を適用するものとする。 

 

（調査図素図の作成） 

第１５条 準則第十六条及び運用基準第８条の規定を適用するものとする。 

 

（調査図一覧図の作成） 

第１６条 準則第十七条及び運用基準第９条の規定を適用するものとする。 

 

（地籍調査票の作成） 

第１７条 準則第十八条の規定を適用するものとする。 

 

（資料収集及び分析） 

第１８条 地籍調査を行う者は、毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及び筆界（以下

「筆界等」という。）を確認するために必要な情報（関係官公署及び土地の所有者その他の利

害関係人が所有する書類等）を積極的に収集するものとする。 

２ 地籍調査を実施する者は、前項で収集した情報について、その特性等に留意し、筆界等の分

析等を行うものとする。 

３ 前項の分析等を行うに当たっては、原則として現地精通者の証言を求めるものとする。 

４ 第２項の分析等により推定した筆界（以下「筆界案」という。）は、筆界推定線図に取りま

とめるものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（資料収集及び分析） 

第４条 地籍調査を行う者は、別表第２に定める基礎資料の収集に努めるものとする。 

２ 地目及び筆界の分析等は、本マニュアル第４章第三節に定める航空測量により作成される記

録及び成果、又は当該航空測量の記録及び成果と同等以上の精度を有する測量成果を用いて行

うものとする。 

 

（筆界推定線図の作成） 

第５条 筆界推定線図に取りまとめる筆界案は、次の各号のいずれかによる情報を用いて作成す

ることができる。 

 一 位置及び形状が誤差の範囲内で一致する地積測量図に記載された境界情報 

 二 当該筆の位置、形状及び周辺地との関係に矛盾のない既存資料に記載された境界情報 

 三 別表第１に定めるリモートセンシング技術により撮影又は計測された境界等を示す地物情

報、尾根や谷等の地形情報及び森林情報 

 四 現地精通者の証言 

２ 筆界推定線図には、筆界線推定の根拠とした情報を記録するものとする。 

３ 筆界推定線図の作成においては、前項に定める情報を参考に、別表第３の条件を満たすリモ

ートセンシングデータを用いて、詳細な筆界の位置を推定するものとする。 

 

 

【解説】 

１ 筆界推定線図に取りまとめる筆界案を作成する際に活用する情報は、数値標高モデル（ＤＥ

Ｍ）、数値表層モデル（ＤＳＭ）、正射投影写真図（オルソ画像）、微地形表現図、境界木

等画像判読・計測情報、森林情報（林相図、樹高分布図）、過去の植生界・土地利用界等筆

界関連情報等とし、必要に応じて選択又は各種の情報を追加することができる。 

２ ＤＥＭは、地面の標高を測量したデータであり、航空レーザ測量により取得することができ

る。ただし、やむを得ない場合は、空中写真測量、衛星写真測量により地表面を推定し計測

したデータとして取得することができる。 
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３ ＤＳＭは、樹冠表層・地物表層・地面の表層（地面を写真等で観測することができる場合）

の位置と標高を表した情報であり、空中写真測量、航空レーザ測量、衛星写真測量等により

取得することができる。 

４ オルソ画像は、正射投影された画像地図であり、空中写真測量、航空レーザ測量、衛星写真

測量においてＤＳＭを使用して作成することができる。 

５ 微地形表現図は、地形の凹凸、微妙な変化状況等を強調表示した画像地図であり、航空レー

ザ測量等で測量したＤＥＭから作成することができる。 

６ 境界木等画像判読・計測情報は、空中写真測量（航空レーザ用数値写真やアーカイブ空中写

真によるものを含む。）や衛星写真測量から取得することができる。 

７ 林相図は、樹種、樹冠の状況等を表現した画像であり、航空レーザ測量データのレーザ反射

光の強度データ等から作成することができる。 

８ 樹高分布図は、樹木や地物の地面からの高さを示した画像地図であり、航空レーザ測量で作

成したＤＳＭとＤＥＭの差分データから作成することができる。 

９ 過去の植生界・土地利用界等の筆界関連情報は、アーカイブ空中写真のオルソ画像又はステ

レオモデルを作成し、比較解析することにより抽出することができる。ただし、空中三角測

量等が困難な場合は、空中写真の２次元幾何補正により偏位修正画像を作成し、比較解析す

ることができる。 

１０ 筆界推定線図の作成に当たり使用するリモートセンシングデータを選択する場合には、次

表に示すリモートセンシング情報図の種類と調査地域の森林の特性を考慮する。 

１１ 地目及び筆界の分析等に当たっては、筆界等に関する高度の専門的な能力を有する者とと

もに行うことが望ましい。 

 

 

 

（平成30年3月の検討に基づくものであり、今後の技術向上次第では可能となる場合もある） 

 

 

 

リモートセン

シング情報図

の種類 

         リモートセンシング技術・データ 

（◎：最適、 〇：適、  △：ある程度可能、 ☓：不適） 

有人航空機

による空中

写真測量 

有人航空機に

よる航空レー

ザ測量（航空

レーザ用数値

写真） 

衛星写真測量

（衛星画像を

用いた空中写

真測量） 

無人航空機

（ＵＡＶ）に

よる空中写真

測量・航空レ

ーザ測量 

アーカイブ

空中写真 

数値標高モデ

ル（ＤＥＭ） 
△ ◎ △ ◎ △ 

数値表層モデ

ル（ＤＳＭ） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

正射投影写真

図（オルソ画

像） 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

微地形表現図 

 
☓ ◎ ☓ ◎ ☓ 

境界木等画像 

判読・計測情

報 

◎ ◎ 〇 ◎ 〇 

林相図 

 
△ ◎ △ ◎ △ 

樹高分布図 

 
△ ◎ △ ◎ △ 

過去の植生

界・土地利用

界等筆界関連

情報 

☓ ☓ ☓ ☓ ◎ 
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（現地調査の実施） 

第１９条 現地調査は、前条第１項において収集した資料のみでは筆界等の分析等が困難な土地

について行うものとし、現地調査図及び現地調査票に基づいて筆界等の調査を行うものとす

る。 

２ 現地調査を行ったときは、現地調査図及び現地調査票に調査年月日及び筆界等の調査の結果

を記録するものとする。 

３ 現地調査に当たっては、原則として現地精通者の証言を求めるものとする。 

４ 現地調査の結果、前条第４項の規定に基づく筆界案に変更がある場合には、現地調査図及び

現地調査票に基づき、筆界推定線図を修正するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（現地調査の実施） 

第６条 現地調査に当たっては、調査に関係する諸官庁（長狭物管理部署、国有地管理部署及び

市町村の普通財産管理部署等）に対し、調査への協力を要請するとともに、密接な連絡調整に

努めるものとする。 

２ 現地調査においては、本マニュアル第２２条に定める筆界等の調査、確認において、土地の

所有者等に調査地点の状況を説明するために、必要に応じて写真等を撮影する。 

３ 現地調査を実施した地点については、ネットワーク型ＲＴＫによる測量方法（以下「ネット

ワーク型ＲＴＫ法」という。）又はＤＧＰＳ測量機を用いる測量方法（以下「ＤＧＰＳ法」と

いう。）を用いた単点観測法で位置を計測し、その結果を現地調査図に記録するものとする。

ただし、ネットワーク型ＲＴＫ法又はＤＧＰＳ法による単点観測法による計測が困難な地点に

ついては、ハンディＧＰＳ等を用いることができる。 

 

【解説】 

① 現地調査の計画 

 収集した資料や航空測量の記録及び成果を用いた筆界案等の分析、土地の所有者等への説明会

等の結果に基づき、以下の事項について現地調査の計画を策定する。 

 ・現地調査を実施すべき地点・地域の選定 

 ・調査ルートの選定 

 ・測量方法 

 ・日程 

 ・人員 

 

② 現地調査における調査事項 

 現地調査においては、収集した資料のみでは筆界等の分析等が困難な土地について、地目、境

界標・境界木・境界目標物等の存在を調査するほか、必要に応じて以下の事項について調査し、

現地調査図に記録する。 

 ・市町村界・字界（公図の外周） 

 ・道路や水路等の長狭物の位置と地番 

 ・尾根・谷線と筆界の関係（筆界が尾根・谷線と一致しない箇所等） 

 ・人工林と天然林の境界 

 ・最近の伐採地 

 ・砂防堰堤等の位置 

 ・その他、集会所等における土地の所有者等の確認において有効であると思われる情報 

 

③ 現地調査における座標値の計測 

 現地調査においては、調査地点及び調査経路等を計測する。 

 

④ 現地調査の記録及び成果 

 現地調査の結果は、以下の記録及び成果に取りまとめる。 

 ・現地調査図：航空測量等によるオルソ画像上に現地調査点の位置・点番号及び調査経路（ル

ート）をプロットした図面 
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 ・現地調査票：各現地調査点における調査事項及び計測座標値を記載した記録票 

 ・現況写真等：各現地調査点の状況を撮影した写真・映像 

 

 

（土地の所有者等への集会所等での筆界確認等の通知）  

第２０条 地籍調査を実施する者（法第１０条第２項の規定により国土調査の実施を委託された

法人が国土調査を実施する場合にあっては、その実施を委託した都道府県又は市町村。以下こ

の条及び第２４条において同じ。）は、調査図素図、調査図一覧図、地籍調査票及び筆界推定

線図の作成の終了時期が明らかとなったとき又はその作成を終了したときは、地籍調査を実施

する地域内の土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人（以下「所有者等」と

いう。）に、次の各号に掲げる事項を通知するものとする。 

一 地籍調査の実施地域 

二 筆界等の確認を行う期日及び場所 

 

（市町村の境界の調査） 

第２１条 準則第二十二条の規定を適用するものとする。 

 

 

第二節 筆界等の調査及び確認 
 

（筆界等の調査、確認） 

第２２条 地籍調査を実施する者は、調査図素図及び筆界推定線図に基づいて、おおむね土地の

配列の順序に従い、毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及び筆界の調査を行うもの

とする。 

２ 前項の調査には、集会所等における土地の所有者等の立会いを求めるとともに、その経緯を

地籍調査票に記録するものとする。 

３ 第１項の調査を行ったときは、調査図素図及び筆界推定線図に調査年月日を記録するととも

に、調査図素図及び筆界推定線図の表示が調査の結果と相違しているときは、当該表示事項を

訂正し又は修正しその他必要な記録をして調査図及び筆界確認図を作成するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（筆界等の調査、確認） 

第７条 本マニュアル第２２条第２項に規定する集会所等での立会いを求めて筆界等の調査を行

う場合には、必要に応じて、登記所に対し調査への協力を要請するものとする。 

２ 筆界確認図は、筆界点の計測に用いるものであることを考慮し、別表第３に示す地上画素寸

法等を満たすリモートセンシングデータを用いて作成するものとする。 

 

（補備調査の実施） 

第２３条 前条において、筆界等の確認を得るために現地における土地の所有者等の立会いが必

要となる場合には、現地における当該土地の所有者等の立会いによる補備調査を実施し、その

経緯を地籍調査票に記録するものとする。 

 

（仮杭の設置） 

第２４条 地籍調査を実施する者は、補備調査を実施する土地について、土地の所有者等の協力

を求め、筆界を標示するために必要な位置に仮杭を設置するものとする。 

２ 後続の作業及び筆界の明確化に資するため、数筆の土地の仮杭のうち周辺の土地の特定に有

効なものを筆界基準杭とし、永続性のある標識を設置するものとする。 

３ 仮杭の設置後、可能な限り速やかに第４章第四節に定める補備測量を実施するものとする。 
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（分割、合併、一部合併があつたものとしての調査） 

第２５条 準則第二十四条から第二十六条までの規定を適用するものとする。 

 

（代位登記の申請） 

第２６条 準則第二十七条の規定を適用するものとする。 

 

（長狭物の調査） 

第２７条 準則第二十八条の規定を適用するものとする。 

 

（地目の調査） 

第２８条 準則第二十九条の規定を適用するものとする。 

 

（筆界の調査） 

第２９条 筆界は、慣習、筆界に関する文書等を参考とし、かつ、土地の所有者等の確認を得て

調査するものとする。 

２ 第２２条第２項及び第２３条の規定による立会いが得られないことについて相当の理由があ

る場合においては、筆界推定線図を送付するなどして土地の所有者等の確認を求めるものとす

る。 

３ 土地の所有者等の所在が明らかでないため第２２条第２項の規定による立会いを求めること

ができない場合で、かつ、筆界を明らかにする客観的な資料が存在する場合においては、前２

項の規定にかかわらず、関係行政機関と協議の上、当該土地の所有者等の確認を得ずに調査す

ることができる。 

４ 土地の所有者等の所在が明らかな場合であって第１項及び第２項の確認が得られないとき又

は前項に規定する立会いを求めることができない場合であって前項の規定に基づき調査するこ

とができないときは、調査図素図の当該部分に「筆界未定」と朱書するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（筆界の調査） 

第８条 筆界推定線図の送付による確認は、次の各号に定めるところによる。 

 一 筆界推定線図を送付する場合は、到達したことの確認が得られる手段によって行うこと 

 二 筆界推定線図のほか、筆界案を検討する際に参考とした情報を示す資料、現地の写真等を

添付すること 

 三 筆界未定に終わった場合の不利益、筆界推定線図に示す筆界案を承認又は不承認する場合

の返答の期日及び返答は土地の所有者の署名押印をした書面によることを通知すること 

 四 返答の期日は、遅くとも、法第１７条第１項に規定する閲覧の開始までとすること 

 五 筆界推定線図に示す筆界案に不服があり不承認の場合であって立会いを希望するときは、

その旨を実施主体に連絡する旨申し添えること 

２ 筆界を明らかにする客観的な資料が存在する場合とは、境界標又は恒久的地物により土地の

筆界点の位置が明確な土地について、運用規程第５条第１項第１号又は第２号の資料が存在す

る場合をいう。 

 

（地番が明らかでない場合等の処理） 

第３０条 準則第三十一条の規定を適用するものとする。 

 

（分割又は合併があつたものとして調査する場合の処理） 

第３１条 準則第三十二条及び第三十三条の規定を適用するものとする。 

 

（新たに土地の表題登記をすべき土地を発見した場合の処理） 

第３２条 準則第三十四条の規定を適用するものとする。 
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（滅失した土地等がある場合の処理） 

第３３条 準則第三十五条の規定を適用するものとする。 

 

（地番の変更を必要とし又は適当とする場合の処理） 

第３４条 準則第三十六条の規定を適用するものとする。 

 

 

第４章 リモートセンシング技術を用いた地籍測量 
 

第一節 総則 
 

（リモートセンシング技術を用いた地籍測量の方式） 

第３５条 リモートセンシング技術を用いた地籍測量（以下単に「地籍測量」という。）は、座

標計算により筆界点の位置を求める方式によって行うものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（器械及び器材） 

第９条 地籍測量に用いる器械及び器材は、別表第４に定める性能もしくは規格を有するもの又

はこれらと同等以上のものでなければならない。 

２ 観測又は測定に用いる器械は、作業開始前に点検し、その性能に応ずる観測又は測定ができ

るように調整しておかなければならない。 

 

（記録及び成果） 

第１０条 地籍測量における作業の記録及び成果は、別表第５に掲げるものとする。  

２ 前項の記録及び成果における座標値及び標高は、運用基準別記計算式の規定を適用し求める

ものとする。 

３ 第１項に掲げる地籍測量における作業の記録及び成果については、記載例に基づいて作成す

るものとする。 

 

（測量の基礎とする点） 

第３６条 地籍測量は、基本三角点（測量法（昭和２４年法律第１８８号）第二章の規定による

基本測量の成果である三角点及び電子基準点をいう。以下同じ。）若しくは基本水準点（同法

第二章の規定による基本測量の成果である水準点をいう。）若しくは法第十九条第二項の規定

により認証され、若しくは同条第五項の規定により指定された基準点又はこれらと同等以上の

精度を有する基準点（以下「基準点等」という。）を基礎として行わなければならない。 

２ 運用基準第１９条の２及び第１９条の３の規定を適用するものとする。 

 

（位置及び方向角の表示の方法） 

第３７条 準則第三十九条の規定を適用するものとする。 

 

（地籍図の図郭） 

第３８条 準則第四十条の規定を適用するものとする。 

 

（原図） 

第３９条 準則第四十一条の規定を適用するものとする。 
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（作業の順序） 

第４０条 地籍測量は、次に掲げる作業の順序に従って行うものとする。 

 一 地籍図根三角測量 

 二 航空測量 

 三 補備測量 

２ 航空測量及び補備測量は、一筆地調査と併行して行うことができる。 

３ 第４８条第３項により同条第１項第１号又は第２号の作業を省略することができる場合は、

第１項第１号及び第２号に掲げる作業の全部又は一部を省略することができる。 

 

（地籍図根点） 

第４１条 準則第四十三条及び運用基準第２０条の規定を適用するものとする。 

 

 

第二節 地籍図根三角測量 
 

（地籍図根三角測量の方法） 

第４２条 地籍図根三角測量は、多角測量法により行うものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（地籍図根三角測量の方法） 

第１１条 地籍図根三角測量は、ＧＮＳＳ（ＧＰＳ、ＧＬＯＮＡＳＳ及び準天頂衛星システム等

の衛星測位システムの総称）測量機を用いる測量方法（以下「ＧＮＳＳ法」という。）により

行うものとする。 

 

【解説】 

 リモートセンシング技術を用いた地籍調査では、航空測量における標定として地籍図根三角測

量の成果を使用する。そのため、空中写真等で判読が可能な箇所に地籍図根三角点を設置する必

要がある。空中から判読可能な箇所は、上空視界が開けている箇所が望ましく、こういった場所

ではＧＮＳＳ測量を効率的に実施することができることから、効率性の観点においてもＴＳ法で

はなくＧＮＳＳ法で地籍図根三角測量を実施する。 

 なお、近年では、準天頂衛星等、ＧＰＳ衛星以外の衛星測位システムが整備されていることか

ら、マルチＧＮＳＳ測量により、効率的な測量を実施することが望ましい。 

 

（地籍図根三角点の選定） 

第４３条 地籍図根三角点は、次の各号に掲げる条件に基づいて選定しなければならない。 

一 対空標識が明瞭に撮影される地点であること。 

二 後続の測量を行うのに便利な地点であること。 

三 対空標識及び標識の設置が容易であり、かつ、これらが確実に保存される地点であるこ

と。 

２ 地籍図根三角点は、地籍図根三角測量を行う区域に平均的に配置するように選定するものと

する。 

---- 運用規程 ---- 

（地籍図根三角点の密度） 

第１２条 地籍図根三角点の密度の標準は、別表第６に定めるところによるものとする。 

 

【解説】 

 地籍図根三角点は、後続の補備測量における与点として使用するため、補備測量の実施におい

て適した位置に設置するとともに、航空測量における空中写真撮影や航空レーザ計測での標定点

等に使用することから、上空視界及び対空標識の設置を考慮して適切な場所を選定する。 
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（多角路線の選定） 

第４４条 地籍図根三角測量における多角路線（以下この条及び次条において単に「多角路線」

という。）の選定に当たっては、基準点等（補助基準点を除く。以下この条において同じ。）

又は地籍図根三角点（以下「地籍図根三角点等」と総称する。）を結合する多角網を形成する

ように努めなければならない。ただし、地形の状況等によりやむを得ない場合には、単路線を

形成することができる。 

２ 多角路線は、なるべく短い経路を選定しなければならない。 

３ 多角路線の次数は、地籍図根三角点等を基礎として一次までとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（多角路線） 

第１３条 地籍図根三角測量における多角網は、基準点等（補助基準点を除く。）を与点とした

１次の多角路線で構成することとする。 

２ 多角網に必要な与点の数は、次の式により算出した値以上とする。ただし、ｎは地籍図根三

角点数とし、〔 〕の中の計算終了時の小数部は切り上げるものとする。 

  〔ｎ／５〕＋２ 

  なお、電子基準点のみを与点とするＧＮＳＳ法に必要な与点は作業地域の近傍の電子基準点

３点以上とし、作業地域の周囲に均等に配置するよう努めるものとする。 

３ 地形の状況等により単路線を形成する場合に必要な与点の数は、２点とする。 

４ 新点は、多角網の与点となる地籍図根三角点等を結ぶ最外周線より構成される区域内に選定

するよう努めるものとする。ただし、地形の状況等により最外周線に属する隣接与点を結ぶ直

線の区域外に新点を配置する場合及び単路線を形成する場合は、新点から最も近い与点までの

距離を隣接する与点間の距離より短くするよう努めるものとする。 

５ 多角路線は、５．０キロメートル以下を標準とする。ただし、電子基準点のみを与点とする

場合は、この限りでない。 

６ 同一の多角路線に属する地籍図根三角点間の距離は、５００メートルを標準とする。 

７ 同一の多角路線に属する地籍図根三角点の数は、８点以下とする。ただし、単路線にあって

は９点以下とする。 

８ 当該作業地域の新点全てを電子基準点のみを与点とするＧＮＳＳ法で設置する際に、周辺の

地籍図根三角点等との整合を確認する場合には、点検のための観測を１点以上の既設点におい

て行い、観測図に含めるものとする。 

９ 前項において、整合を確認した結果、水平位置又は標高の較差が別表第７に定める三次元網

平均計算による標準偏差を超過した場合には、地籍図根三角点等の成果の取扱いについて、国

土地理院の意見を求めるものとする。 

 

 

（選点図） 

第４５条 準則第五十条及び運用基準第２３条の規定を適用するものとする。 

 

（標識） 

第４６条 準則第五十一条及び運用基準第２４条の規定を適用するものとする。 

 

（観測、測定及び計算） 

第４７条 地籍図根三角測量における観測及び測定は、地籍図根三角測量により設置された地籍

図根三角点を基礎として行う航空測量、補備測量及び地積測定において、令別表第四に定める

限度以上の誤差が生じないように行うものとする。 

２ 地籍図根三角点の座標値及び標高は、前項の観測及び測定の結果に基づいて求めるものとし、

その結果は、地籍図根三角点網図及び地籍図根三角点成果簿に取りまとめるものとする。 
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---- 運用規程 ---- 

（観測、測定及び計算） 

第１４条 地籍図根三角測量における観測及び測定は、必要に応じて、器械高、距離及び基線ベ

クトルについて行うものとする。 

２ 前項における観測及び測定の方法は、別表第８に定めるところによるものとする。 

３ 地籍図根三角測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第７に定めるところによる

ものとする。 

なお、電子基準点のみを与点とするＧＮＳＳ法においては、セミ・ダイナミック補正を行う

ものとする。 

４ 地籍図根三角点の座標値及び標高は、ジオイド・モデルを使用する三次元網平均計算により

求めるものとする。この場合において、三次元網平均計算に用いる重量は、別表第９に定める

数値を用いて計算するものとする。 

５ 観測、測定及び計算結果が別表第７及び別表第８に定める制限を超えた場合は、再測をしな

ければならない。 

なお、再測は、観測中の諸条件を吟味し、許容範囲を超えた原因を考慮して行うものとす

る。 

６ 地籍図根三角測量を行った場合は、別表第１０に定めるところにより点検測量を行わなけれ

ばならない。 

７ 前項の点検測量における点検の数量は、平均図において採用する観測辺数の総和の１０パー

セント以上とし、小数部は切り上げるものとする。 

 

 

第三節 航空測量 
 

第一款 総則 
 

（航空測量の実施） 

第４８条 航空測量におけるリモートセンシングデータの取得は、次の各号に掲げる作業により

実施することができるものとする。 

 一 空中写真測量 

 二 航空レーザ測量 

 三 既存データの収集・解析 

２ リモートセンシングデータの取得に当たっては、取得に係る作業及び取得するデータ等の重

複を除くよう努めるものとする。 

３ 第１項第３号に掲げる作業において収集する既存データが、第１項第１号又は第２号に掲げ

る作業によって整備される記録・成果と同程度の精度・正確さを有する場合は、第１項第１号

又は第２号の作業の全部又は一部を省略するものとする。 

４ 第１項各号に掲げる作業により取得したリモートセンシングデータを用いて、筆界等の分析

に必要となる情報を資料に取りまとめるものとする。 

 

【解説】 

 リモートセンシングデータの取得に当たっては、第一に既存データの収集に努め、既存データ

のみでは地籍調査の実施が困難な場合に、新規の空中写真測量又は航空レーザ測量を実施するべ

きである。 

 新規の測量を実施する場合には、調査区域の地形状況や植生状況等を踏まえて空中写真測量と

するか航空レーザ測量とするかを選択する。高い木々により地表面が覆われており、空中写真の

みでは筆界の推定が困難であると思われる地域については、航空レーザ測量を選択することが望

ましい。 

航空レーザ測量を実施する場合は、航空レーザ計測と同時期に数値写真の撮影を計画し、作業

の重複等が発生しないよう努める必要がある。 
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（標定点等の選定） 

第４９条 空中写真測量に必要な水平位置及び標高の基準となる点（以下「標定点」という。）

又は航空レーザ計測の点検及び調整時の基準となる点（以下「調整用基準点」という。）を選

定するものとする。 

２ 標定点及び調整用基準点（以下「標定点等」という。）は、次の各号に掲げる条件に基づい

て選定しなければならない。 

  一 上空視界が十分に確保され、空中写真測量や航空レーザ測量により明瞭に識別すること

ができる地点であること。 

  二 対空標識及び標識の設置が容易な地点であること。 

３ 標定点等には、地籍図根三角点等を使用するものとする。ただし、地籍図根三角点等を使用

できない場合には、自然物又は既設の工作物を利用することを妨げない。 

 

（標定点等の数量と配置） 

第１５条 標定点及び調整用基準点の配置及び点数は、別表第１１に定めるところによるものと

する。 

 

（航測図根点の選定） 

第５０条 筆界を測量するために補備測量の実施が見込まれる場合には、空中写真測量又は航空

レーザ測量の実施前に、必要に応じて、航測図根点を選定するものとする。 

２ 航測図根点は、次の各号に掲げる条件に基づいて選定しなければならない。 

  一 上空視界が十分に確保され、空中写真測量や航空レーザ測量により明瞭に識別すること

ができる地点であること。 

  二 補備測量を実施するために便利な地点であること。 

  三 対空標識及び標識の設置が容易であり、かつ、これらが確実に保存される地点である 

こと。 

３ 前二項の選定の結果は、航測図根点選点図に取りまとめるものとする。 

４ 航測図根点には、標識を設置するものとする。ただし、自然物又は既設の工作物を利用する

ことを妨げない。 

 

---- 運用規程 ---- 

（航測図根点） 

第１６条 航測図根点は１次の細部図根多角点と同格とする。 

２ 航測図根点選点図の縮尺は、１万分の１、５千分の１又は２千５百分の１とする。 

３ 航測図根点の標識の規格は、別表第１２に定めるところによるものとする。 

４ 航測図根点の標識については、滅失、破損等の防止及び後続の測量の容易化を図るため、そ

の設置状況を写真により記録するものとする。 

５ 前項により記録した標識の写真は、電磁的記録により保存し管理するよう努めるものとす

る。 

 

【解説】 

空中写真測量や航空レーザ測量によるリモートセンシングデータで判読することができない筆

界点については、補備調査及び補備測量を行うことがあるが、リモートセンシング技術を用いた

地籍調査では、地籍図根三角点のみを設置することとしており、通常の地上測量では与点とする

基準点が不足することが想定される。そのため、補備測量のために与点が必要と想定される地点

にリモートセンシングデータで座標値を算出する航測図根点を設置し、航測図根点を与点として

補備測量を実施することができるものとしている。 
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（対空標識の設置） 

第５１条 空中写真測量又は航空レーザ測量を行う場合は、空中写真撮影又は航空レーザ計測の

実施前に、基準点等及び航測図根点に対空標識を設置するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（対空標識） 

第１７条 対空標識の形状、大きさ等は、別表第１３に示すものを標準とする。 

２ 対空標識を偏心して設置する場合は、偏心点に標杭を設置し、これを中心として対空標識板

を取り付けるものとする。 

３ 対空標識を偏心して設置した場合は、運用基準別表第７に定めるところにより偏心要素を測

定し、偏心計算を行うものとする。 

４ 対空標識を設置する場合は、リモートセンシングデータで明瞭に記録される形状・材質等を

使用するものとする。ただし、リモートセンシングデータで明瞭に記録される自然物又は既設

の工作物等の地物が存在する場合は、当該地物を対空標識として利用することができる。 

 

【解説】 

 標定点等に設置する対空標識は、リモートセンシングデータで明瞭に検知することができる形

状と大きさ、また周辺とのコントラストを有していることが必要である。空中写真における標定

点の対空標識の形状や大きさは、撮影する空中写真の地上画素寸法を考慮して設定することと

し、公共測量作業規程準則の規定を準用することとする。航空レーザ測量における対空標識は、

レーザ光の反射強度の相違、比高等により検知が可能となるように工夫することとする。航空レ

ーザ測量の対空標識の大きさは、レーザ光の照射密度に依存して設定するべきである。別表第１

３に示す航空レーザ測量とＵＡＶレーザ測量の標定点等における対空標識の大きさは、航空レー

ザ測量においては４点／ｍ２、ＵＡＶレーザ測量においては２５点／ｍ２の観測密度を、画像デー

タにおいては１５画素以上で記録されることを標準として設定されたものである。 

  

第二款 空中写真測量 
 

（空中写真測量の方法） 

第５２条 空中写真測量は、有人航空機又は無人航空機（以下「ＵＡＶ」という。）を用いる手

法により行うものとする。 

２ 使用する航空機は、撮影に必要な装備を有し、所定の高度で安定飛行を行うことができるも

のとする。 

 

--- 運用規程 ---- 

（空中写真測量の方法） 

第１８条 空中写真測量に係る作業のうち、本マニュアルに定めのない事項については、公共測

量作業規程準則の規定を準用するものとする。 

２ 空中写真測量においてＵＡＶを用いる場合は、公共測量作業規程準則第１７条第３項の規定

に基づき国土交通省国土地理院が定める「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案）」の規定

を準用するものとする。 

 

【解説】 

 空中写真測量は、本マニュアル別表第１に示す写真測量によるリモートセンシング情報の特性

を考慮して、航空機と航測カメラを使用した空中写真測量を実施する。 

 ＵＡＶによる空中三角測量については、調査地域の地形状況や調査に係る経費を考慮した上

で、実施計画を作成し、実行する必要がある。実行する際には、国土交通省国土地理院が定める

「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案）」を参照し、適切な作業の実施に努める必要があ

る。 
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（空中写真撮影） 

第５３条 撮影計画は、撮影区域ごとに地形状況や地籍図根点等の配置状況等を考慮して作成す

るものとする。 

２ 撮影は、原則として、上空から地表面を確認することができる時期で、気象状態が良好な時

に行うものとする。 

３ 撮影は、原則として、デジタル航空カメラを使用し、同一区域内の撮影は、同一カメラで行

うものとする。 

４ 空中写真の撮影縮尺及び数値写真の地上画素寸法は、筆界等を明瞭に判読することができる

よう適正に定めるものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（空中写真撮影） 

第１９条 空中写真の撮影縮尺及び数値写真の地上画素寸法は、別表第３を標準とする。 

２ ＵＡＶを用いた空中写真測量のための撮影は、三次元復元計算による処理のほか、デジタル

ステレオ図化機による処理に配慮し、等高度・垂直写真の撮影を標準とする。 

 

【解説】 

 リモートセンシング技術を用いた地籍調査において使用する空中写真は、筆界等を確認するた

めに使用するものであるため、地表面を可能な限り明瞭に確認することができるものであること

が望ましい。そのため、落葉樹等に覆われている地域については、落葉時期に撮影することで、

有効な土地境界情報を判読することができる。 

また、冬期の積雪が見込まれる地域においては、積雪時期を想定した上で撮影計画を策定する

必要がある。 

 なお、写真測量の精度確保や写真上での筆界等の判読の観点から、地上画素寸法については、

精度区分が乙２の地域については４０センチメートル以内、乙３の地域については８０センチメ

ートル以内を標準としている。 

 

 

（空中三角測量） 

第５４条 空中三角測量における調整及び座標計算は、解析法によるものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（空中三角測量の方法） 

第２０条 空中三角測量は、リモートセンサの特性に応じて、標定点等を使用して実施するもの

とする。 

２ 空中三角測量における標定解析及び座標計算は、カメラ検定データ、ボアサイトキャリブレ

ーションデータ、ＧＮＳＳ/ＩＭＵによって観測したデータの軌道解析等からのカメラ（写

真）の外部標定要素、標定点座標、ステレオ写真上で計測したパスポイント及びタイポイント

等の座標を用いて、共線条件式に基づく解析的手法とバンドルブロック調整により実施するも

のとする。 

３ 標定解析における残差等の制限は、別表第１４に示すものを標準とする。 

４ 航測図根点の座標値を計測し、その結果を航測図根点配置図及び航測図根点成果簿に取りま

とめるものとする。ただし、座標値の計測に使用する数値写真の地上画素寸法は精度区分が乙

２の地域において０．４メートル以内、乙３の地域においては０．８メートル以内とする。 

５ 航測図根点の２パーセント以上について、ＧＮＳＳ測量による単点観測法による点検測量

を、又はＧＮＳＳ測量が困難な場合は、航測図根点間の辺長点検を行い、当該平面位置座標又

は辺長が別表第１５に定める誤差の制限内にあれば、前項で計測した座標値を採用するものと

する。 
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【解説】 

＜標定解析における残差等の制限＞ 
標定解析における残差等の制限は、公共測量作業規程準則において適用されている空中三角測

量における各種の精度指標を参照するとともに、一部リモートセンシング技術を用いた地籍調査

で必要な要素を考慮し、以下の観点から別表第１４のとおり定めている。 

・公共測量作業規程準則では、標定点の残差は、フィルム航空カメラ撮影の場合、水平位置及び

標高とも標準偏差が対地高度の０.０２パーセント以内、最大値が０．０４パーセント以内と

し、デジタル航空カメラ撮影の場合、水平位置及び標高の最大値が標準の地上画素寸法を基線

高度比で割った値を超えないものとするとされている。 

・しかしながら、地籍調査に使用する空中写真の撮影高度（対地高度）は一定でないことから、

本マニュアルでは絶対値で規定することとしたものである。 

 

（空中写真測量データの解析） 

第５５条 空中写真測量のデータを解析し、地目及び筆界の分析等に必要な資料を作成するもの

とする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（空中写真測量データの解析） 

第２１条 空中写真測量データの解析においては、ステレオモデルの構築、ＤＳＭ及びオルソ画

像の作成を行うものとする。 

また、必要に応じてＤＥＭの作成を行うことができる。 

 

（ステレオモデルの構築） 

第２２条 ステレオモデルの構築は、標定解析に使用した数値写真、調整計算を行った内部標定

要素、外部標定要素等を用いることを標準とする。 

２ デジタルステレオ図化機等において数値写真からステレオモデルを構築し、地上座標系と結

合させるものとする。 

 

（ＤＥＭ又はＤＳＭの作成） 

第２３条 空中写真測量によるＤＥＭ又はＤＳＭの作成における標高の取得は、デジタルステレ

オ図化機等を用いて、別表第１６に示すグリッド格子間隔を確保するとともに、必要に応じて

局所歪みを補正するための地性線等を取得する。 

２ 標高の取得には、自動標高抽出技術、等高線法、ブレークライン法、標高点計測法又はこれ

らの併用法を用いるものとする。 

３ ＤＥＭ又はＤＳＭへの変換は、前項で取得した標高により別表第１６に示すグリッド、又は

不整三角網へ変換するものとする。 

４ ＤＥＭ又はＤＳＭの編集は、デジタルステレオ図化機等を用いて行うものとする。 

 

（オルソ画像の作成） 

第２４条 オルソ画像は、数値写真を中心投影から正射投影に変換して作成する。 

２ オルソ画像は、数値写真を標定し、ＤＳＭに基づいて作成するものとする。ただし、必要に

応じてＤＥＭを用いて作成することを妨げない。 

３ オルソ画像の地上画素寸法及び精度は、別表第１６に定めるところによるものとする。 

４ 前三項で作成されたオルソ画像については、必要に応じて隣接するオルソ画像を結合させ、

モザイク画像を作成するものとする。 

５ オルソ画像ファイルは、モザイク画像又はオルソ画像から地籍図の図郭単位へ切り出し、作

成するものとする。 

６ オルソ画像の点検は、水平位置、色調、局所歪み及び接合について行うものとする。 
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第三款 航空レーザ測量 
 

（航空レーザ測量の方法） 

第５６条 航空レーザ測量は、有人航空機又はＵＡＶを用いる手法により行うものとする。 

２ 使用する航空機は、撮影に必要な装備を有し、所定の高度で安定飛行を行うことができるも

のとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（航空レーザ測量の方法） 

第２５条 航空レーザ測量に係る作業のうち、本マニュアルに定めのない事項については、公共

測量作業規程準則の規定を準用するものとする。 

２ 航空レーザ測量においてＵＡＶを用いる場合は、公共測量作業規程準則第１７条第３項の規

定に基づき国土交通省国土地理院が定める「ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マ

ニュアル（案）」の規定を準用するものとする。 

 

（航空レーザ計測） 

第５７条 航空レーザ計測は、航空レーザ測量システムを用いて、計測データを取得するものと

する。 

２ 航空レーザ計測の計画は、計測区域ごとに地形状況や地籍図根点等の配置状況等を考慮して

作成するものとする。 

３ 航空レーザ計測は、原則として、地形状況の計測に適した時期で、気象状態が良好な時に行

うものとする。 

４ 同一区域内の計測は、同一のレーザ測距装置で行うものとし、併せて数値写真の撮影を行う

ものとする。 

５ 航空レーザ計測においては、レーザ測距装置の位置をＧＮＳＳ法で求めるための地上固定局

を設置するものとする。 
６ 航空レーザ計測に係る計測条件は、筆界等を明瞭に判読することができるよう適正に定める

ものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（航空レーザ計測） 

第２６条 航空レーザ測量システムは、ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置、レーザ測距装置及び解析ソフト

ウェアから構成するものとする。 

２ レーザ測距装置は、ファーストパルス及びラストパルスの２パルス以上の計測並びにレーザ

光の反射パルスの計測が可能であり、スキャン機能を有するものとする。 

３ 地上固定局は、レーザ測距装置の位置をキネマティック法で求めるために設置し、原則とし

て、電子基準点を用いるものとする。 

４ 計測データの取得は、固定局のＧＮＳＳ観測データ、航空機上のＧＮＳＳ観測データ、ＩＭ

Ｕ観測データ及びレーザ測距データについて行うものとする。 

５ 航空レーザ用数値写真の撮影は、航空レーザ計測と同時期に行うことを標準とし、撮影範囲

は計測対象地域を網羅するものとする。 

また、地上画素寸法は別表第３を標準とする。 

６ 航空レーザ計測の点検は、航空レーザ計測終了時に速やかに行い、精度管理表等を作成し、

再計測の要否を判定するものとする。 

７ 航空レーザ計測に係る観測密度は、別表第３を標準とする。 
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（航空レーザ計測データの解析） 

第５８条 航空レーザ計測データを統合解析し、計測位置の三次元座標を取りまとめた三次元計

測データを作成するものとする。 

２ 前項で作成した三次元計測データ及び航空レーザ計測と同時期に撮影した数値写真を用い

て、地目及び筆界の分析等に必要な資料を作成するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（航空レーザ計測データの解析） 

第２７条 三次元計測データを作成する際は、断面表示、鳥瞰表示等により、隣接する地物等に

複数回反射して得られるノイズ等によるエラー計測部分を削除するものとする。 

 

２ 三次元計測データの点検は、調整用基準点との三次元座標の比較により行うものとし、較差

が別表第１４に定める制限を超過した場合は、原因を調査の上、補正、再計算又は再測等を実

施するものとする。 

３ 第１項で作成した三次元計測データを用いて、オリジナルデータ、グラウンドデータ、ＤＳ

Ｍ及びＤＥＭを作成するものとする。 

４ 航空レーザ計測と同時期に撮影した数値写真を用いて、ステレオモデルの構築及びオルソ画

像の作成を行うものとする。 

 

（オリジナルデータの作成） 

第２８条 三次元計測データから調整用基準点成果を用いて調整した三次元座標データを作成す

るものとする。 

２ オリジナルデータの点検は、オリジナルデータ作成の補正前及び補正後において行い、作業 

の終了時において再点検を行うものとする。 

３ 作成したオリジナルデータを用いて航測図根点の座標値を計測し、その結果を航測図根点配

置図及び航測図根点成果簿に取りまとめるものとする。 

４ 航測図根点の２パーセント以上について、ＧＮＳＳ測量による単点観測法による点検測量

を、ＧＮＳＳ測量が困難な場合は、航測図根点間の辺長点検を行い、当該平面位置座標又は辺

長が別表第１５に定める誤差の制限内であれば、前項で計測した座標値を採用するものとす

る。 

 

（グラウンドデータの作成） 

第２９条 グラウンドデータは、オリジナルデータからフィルタリング処理により地表面の三次

元座標データを抽出し作成するものとする。 

２ 前項のフィルタリング処理においては、地表面以外のデータを取り除くものとし、対象項目

【解説】 

航空レーザ測量の計測密度は、山林の植生状況等を考慮して設定する必要がある。計測密度

が高いほど、植生状況や地形状況等をより詳細にとらえることができ、筆界の分析等に有効な

赤道、青道等の情報を確実に得ることができる。観測密度が低ければ、尾根や谷などのおおま

かな地形情報は得られるが赤道などの細かい情報を得ることができない可能性があるため、調

査地域毎に筆界等を分析するに当たって重要な情報を整理した上で計画を策定する必要があ

る。 

本マニュアルでは、レーザ測量に有人航空機とＵＡＶを使用することができるものとしてい

る。ＵＡＶでのレーザ測量は、一般的に低い高度からレーザを発射し計測するため、有人航空機

よりもさらに詳細な地形情報等を得ることができる。ただし、一度に計測することができる面積

は限られるため、有人航空機による航空レーザ測量結果のみでは、筆界等の分析が困難であると

思われる地域については、ＵＡＶによるレーザ測量を採用すべきである。 
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は別表第１７を標準とする。ただし、地目及び筆界の分析等に有用なデータについては、グラ

ウンドデータに残すものとする。 

 

（ＤＥＭ又はＤＳＭの作成） 

第３０条 ＤＥＭは、グラウンドデータからの内挿により格子状の標高データとして作成するも

のとする。 

２ ＤＳＭは、オリジナルデータ及びファーストパルスのデータ等からの内挿により格子状の標

高データとして作成するものとする。 

 

（オルソ画像の作成） 

第３１条 航空レーザ測量におけるステレオモデルの構築及びオルソ画像の作成は、本マニュア

ル第５４条及び第５５条の規定を準用し、航空レーザ計測と同時期に撮影した数値写真及び三

次元計測データ等を用いて行うものとする。 

 

【解説】 

 航空レーザ測量では、通常どおりグラウンドデータを作成するが、地目及び筆界を分析するに

は、調査地域の特性を考慮し、筆界やその位置を推定するために有用であると考えられる地物等

の情報をできる限り抽出し、グラウンドデータに取り込む必要がある。 

 また、公共測量作業規程準則ではＤＳＭの作成について規定されていないが、地籍調査におい

ては、植生状況を把握するために、樹木等によるレーザの反射も含めたオリジナルデータやファ

ーストパルスデータを用いてＤＳＭを作成すべきである。 

 グラウンドデータから作成したＤＥＭとオリジナルデータ等から作成したＤＳＭを用いること

で、より正確な筆界等の分析が可能となる。 

 ＤＥＭとＤＳＭの格子間隔は、できるだけ細かくする必要があり、本マニュアルでは現状技術

による観測密度や筆界の分析に必要な分解能などを考慮して基準を定めている。 

 

 

第四款 既存データの収集・解析 

 
（収集する既存データの種類） 

第５９条 調査地域において次の各号に定めるデータが存在する場合には、当該データの収集に

努めるものとする。 

  一 アーカイブ空中写真 

  二 既存の航空レーザ測量成果 

  三 新規撮影又は過去に撮影された衛星画像 

 

（アーカイブ空中写真の収集・解析） 

第６０条 リモートセンシング技術を用いた地籍調査においては、アーカイブ空中写真を使用す

ることができるものとする。 

２ 収集した空中写真を用いた空中三角測量及び空中写真測量データの解析については、第５４

条及び第５５条の規定を準用し実施するものとする。 

３ 前項の規定に基づく空中写真測量及び空中写真測量データの解析が困難なアーカイブ空中写

真については、地目及び筆界の分析等における参考資料とすることができる。 

 

---- 運用規程 ---- 

（アーカイブ空中写真の収集・解析） 

第３２条 アーカイブ空中写真を筆界点座標値の計測に使用する場合は、別表第３に示す要件を

満たすものとする。 

２ アーカイブ空中写真の空中三角測量（標定解析）における残差等の制限は、別表第１４に示
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すものを標準とする。 

 

 

【解説】 

近年において、空中写真測量に使用するカメラはデジタルカメラとなっているが、過去の土地

利用・植生等の状況把握に有効なアーカイブ空中写真のほとんどはフィルムを主とする時代の成

果である。これらの空中写真の撮影に使用されたカメラの検定データは、一般に入手困難であ

る。時には、フィルムの画質の低下、変形等が生じていることがある。 

撮影後の地表の経年変化により、標定点の設置が困難な場合がある。本マニュアルでは、アー

カイブ空中写真の焦点距離、指標位置等の内部標定要素のデータについては、公称値を使用する

ことし、標定点は最新かつ高精度のリモートセンシング技術（空中写真測量、航空レーザ測量

等）により明瞭な地物を計測し、設置することを想定している。そのため、測量精度について

は、それらの条件下での測量に相応の制限値を設定している。 

なお、アーカイブ空中写真は、筆界の位置計測に使用するのではなく、筆界等の分析における

参考情報として活用するべきものである。アーカイブ空中写真を最新のオルソ画像等の測量デー

タと正確に重ね合わせるためには、空中三角測量等による標定解析を行なうとともに、正射投影

変換が必要となる。本マニュアルでは、正射投影変換を行うためのＤＳＭ又はＤＥＭデータとし

て、既存の基盤地図情報（標高データ）等を使用することができるとしている。 

また、空中三角測量等が困難な場合は、ＧＩＳ 等の機能を使用した空中写真の２次元幾何補

正により偏位修正画像を作成することにより、異なる年度に撮影された空中写真や地図を効率良

く重ね合せ比較解析することができる。 

 

（既存の航空レーザ測量成果の収集・解析） 

第６１条 リモートセンシング技術を用いた地籍調査においては、近年に計測された既存の航空

レーザ測量成果を使用できるものとする。 

２ 収集した航空レーザ測量成果の解析を実施する場合は、第５８条の規定を準用し実施するも

のとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（既存の航空レーザ測量成果の収集・解析） 

第３３条 近年に計測された既存の航空レーザ測量成果を使用する場合は、別表第３に示す観測

密度を満たすものとする。 

 

（衛星画像の収集・解析） 

第６２条 リモートセンシング技術を用いた地籍調査においては、新規に又は過去に撮影された

衛星画像を使用することができるものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（衛星画像の収集・解析） 

第３４条 新規に又は過去に撮影された衛星画像を使用する場合は、別表第３に示す要件を満た

すものとする。 

２ リモートセンシング技術を用いた地籍調査において衛星画像を使用する場合は、衛星写真測

量を実施するものとする。 

なお、衛星写真測量は、本マニュアル第５４条及び第５５条を準用し行うこととするが、適

宜、ＲＰＣモデルを使用するものとする。 

 

【解説】 

 近年、衛星画像についても地上画素寸法３０cm級で撮影が可能となっており、航空機による空

中写真に代わり利用することが可能となっている。衛星画像の補正には、人工衛星の位置・姿

勢・センサタイプ等から導かれるＲＰＣモデル（Rational Polynomial Coefficients）を使用す
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る必要がある。 

 衛星画像は、新規撮影を依頼し、購入することが可能だが、既にアーカイブとして蓄積された

画像も存在し、天候や時期等を調査した上で、筆界等の分析に最適な衛星画像を購入することが

可能である。 

 航空機による空中写真よりも地上分解能は劣るが、乙３の地域では、必要な位置決定精度を満

たすことができる衛星画像も存在するため、採用を検討すべきである。 

 

 

第五款 リモートセンシングデータの解析及び資料作成 
 

（リモートセンシングデータの解析及び資料作成） 

第６３条 空中写真測量、航空レーザ測量及び既存データの収集・解析により取得したリモート

センシングデータを用いて、筆界等の分析に必要となる情報を資料に取りまとめるものとす

る。 

２ 筆界等の分析において有用な地物等の位置、形状等の情報を、ステレオモデルを用いて計測

し記録するものとする。 

 

 

---- 運用規程 ---- 

（リモートセンシングデータの解析及び資料作成） 

第３５条 空中写真測量、航空レーザ測量及び既存データの収集・解析により取得したリモート   

センシングデータを用いて、微地形表現図、森林情報図（林相図及び樹高分布図）を作成する

ものとする。 

２ 微地形表現図は、ＤＥＭから傾斜、斜面方位、開度等の微地形特性を表現するために必要な

情報を求め、データ処理ソフトを用いて画像データとして作成するものとする。 

３ 林相図及び樹高分布図は、航空レーザ測量等によるオリジナルデータ、ＤＥＭ及びＤＳＭ

（収集した既存データも含む。）等からデータ処理ソフトを用いて画像データとして作成する

ものとする。 

４ その他、筆界等の分析において必要な情報を整理し、必要に応じて各情報を図面に取りまと

めるものとする。 

 

（境界・地物の数値図化） 

第３６条 筆界等の分析において有用な地物等とは、境界木、筆界に関連する植生界、尾根線、

谷線、ため池・ダム、砂防施設、露岩・崩壊地、農地・農耕放棄地、里道・道路、送鉄塔、防

火帯等、微地形・等高線等であり、必要に応じて計測し記録するものとする。 

２ 地物等の数値図化の結果は、各データの位置や形状等をステレオモデルと重ね合わせ表示し

て点検するものとする。 
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第四節 補備測量 
 

第一款 総則 
 

（補備測量の実施） 

第６４条 第２３条及び第２４条の規定に基づき、補備調査及び仮杭の設置を実施した場合に

は、仮杭の位置を求めるため、可能な限り速やかに補備測量を行うものとする。 

２ 補備測量は、次に掲げる作業の順序に従って行うものとする。 

  一 細部図根測量 

  二 一筆地測量 

３ 前項第２号に掲げる作業において、令別表第四に定める誤差の限度内の精度を保つことがで

きる場合は、前項第１号に掲げる作業を省略することができる。 

 

 

第二款 細部図根測量 

 
（細部図根測量の方法） 

第６５条 準則第五十九条及び運用基準第３２条の規定を適用するものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（細部図根測量の方法） 

第３７条 細部図根測量において単点観測法を用いる場合は、単点観測法による細部図根測量マ

ニュアル（平成２９年４月１０日国土籍第４号）を使用することができるものとする。 

 

（細部図根測量の基礎とする点） 

第６６条 細部図根測量は、地籍図根点等及び細部図根点（以下「細部図根点等」と総称す

る。）並びに航測図根点を基礎として行うものとする。 

 

（細部図根点） 

第６７条 細部図根測量により決定された点を細部図根点という。 

２ 前項の細部図根点のうち多角測量法により決定された点を細部多角点、 放射法により決定

された点を細部放射点という。 

 

（細部図根点の選定） 

第６８条 細部図根点は、後続の測量を行うのに便利であり、かつ、標識の保存が確実である位

置に選定するものとする。 

２ 細部図根点には、標識を設置するものとする。ただし、自然物又は既設の工作物を利用する

ことを妨げない。 

 

---- 運用規程 ---- 

（細部図根点の選定） 

第３８条 細部図根点の選定の結果は、細部図根点選点図に取りまとめるものとする。 

 

（細部図根点の標識） 

第６９条 準則第六十二条の規定を適用するものとする。 

 

（多角測量法による細部図根測量） 

第７０条 多角測量法による細部図根測量における多角路線（以下この条において単に「多角路

線」という。）の選定に当たっては、地籍図根点等及び細部多角点（以下「細部多角点等」と
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総称する。）並びに航測図根点のいずれかを結合する多角網又は単路線を形成するように努め

なければならない。ただし、見通し障害等により真にやむを得ない場合には、閉合路線を形成

することができる。 

２ 多角路線の与点となる細部多角点等は、当該路線についての地籍測量の精度区分以上の精度

を有するものでなければならない。 

３ 多角路線の次数は、地籍図根点等を基礎として二次までとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（多角測量法による細部図根測量） 

第３９条 細部多角点を与点とした場合の多角路線の次数は、与点の最大次数に１次を加えるも

のとする。ただし、厳密網平均計算を行った場合で、かつ、与点とする地籍図根点等の点数が

与点総数の２分の１以上である場合は、与点とした細部多角点の最大次数をもって多角路線の

次数とすることができる。 

２ 多角網に必要な与点の数は、３点以上とし、単路線に必要な与点の数は、２点とする。 

３ 地籍図根三角点のみを与点とする場合、トータルステーションを用いる測量方法やセオドラ

イト及び測距儀を用いる測量方法（以下「ＴＳ法」という。）による１次の多角網の外周路線

に属する新点は､外周路線に属する隣接与点を結ぶ直線から外側５０度以下の地域内に選定す

ることを標準とし、路線の中の夾角は､６０度以上を標準とする。ただし、ＧＮＳＳ法による

場合は、この限りでない。 

４ 多角測量法による細部図根測量の多角路線の長さは、１．０キロメートル以下を標準とす

る。ただし、閉合路線を形成する路線の長さは、２００メートル以下を標準とする。 

５ 地籍図根三角点のみを与点とする場合には、１次の多角網の同一の多角路線に属する新点間

の距離は、なるべく等しく、かつ、２０メートル以下はなるべく避け、著しい見通し障害等に

よりやむを得ない場合にあっても１０メートル以上とするよう努めるものとする。 

６ 同一の多角路線に属する新点の数は、５０点以下を標準とする。 

７ 多角測量法による細部図根測量における観測及び測定の方法は、別表第１８に定めるところ

によるものとする。 

８ 多角測量法による細部図根測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第１９に定め

るところによるものとする。 

９ 細部多角点の座標値は、ＴＳ法の場合には厳密網平均計算により求めることを標準とし、Ｇ

ＮＳＳ法による場合にはジオイド・モデルを使用する三次元網平均計算により求めるものとす

る。この場合において、厳密網平均計算又は三次元網平均計算に用いる重量は、別表第２０に

定める数値を用いて計算するものとする。 

なお、簡易網平均計算による場合は、方向角の閉合差は測点数、座標値の閉合差は路線長に

比例して配分するものとする。 

１０ 観測、測定及び計算結果が別表第１８及び別表第１９に定める制限を超えた場合は、再測

をしなければならない。 

なお、再測は、観測中の諸条件を吟味し、許容範囲を超えた原因を考慮して行うものとす

る。 

１１ 細部図根測量を行った場合は、別表第２１に定めるところにより点検測量を行わなければ

ならない。 

１２ 前項の点検測量における点検の数量は、新設した細部多角点数の２パーセント以上とす

る。 

 

（放射法による細部図根測量） 

第７１条 放射法による細部図根測量は、細部多角点等又は航測図根点を与点として行うものと

する。ただし、見通し障害等により真にやむを得ない場合には節点１点による開放路線を形成

することができる。 

２ 与点とする細部多角点等又は航測図根点が当該地籍測量の着手前に設置された既設のもので
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ある場合は、あらかじめ与点の点検測量を行うものとする。 

３ 放射法による細部図根測量において水平角の観測を行う場合は、与点と同一の多角網に属す

る細部多角点等又は航測図根点を基準方向とし、与点から細部放射点までの距離は、与点から

基準方向とした細部多角点等又は航測図根点までの距離より短くするものとする。 

４ 細部放射点の次数は、細部多角点等又は航測図根点を基礎として２次までとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（放射法による細部図根測量） 

第４０条 細部多角点を与点とする場合は、１次の細部多角点を与点として行うことを原則とす

る。ただし、調査地域内の地籍図根点等及び１次の細部多角点が不足している場合は、２次の

細部多角点を与点とすることができる。 

２ 開放路線で設置した節点は、細部放射点とすることができるものとする。 

３ 放射法による細部図根測量における観測及び測定の方法は、別表第２２に定めるところによ

るものとする。 

４ 簡易網平均計算（定型網を除く。）により求められた路線に属する細部多角点等又は航測図

根点を与点とする場合は、与点と同一の平均計算により求められた細部多角点等又は航測図根

点を基準方向とする。 

５ 放射法による細部図根測量における与点から細部放射点までの距離は、１００メートル以下

を標準とする。 

６ あらかじめ行う与点の点検測量は、ＴＳ法による場合は同一の多角路線に属する他の細部図

根点等又は航測図根点までの距離の測定又は基準方向と同一の多角路線に属する他の細部図根

点等又は航測図根点との夾角の観測を、ＧＮＳＳ法による場合は基線ベクトルの観測を行い、

当該点の移動等の点検を行うものとする。 

７ 前項の点検に当たっては、別表第１８に定める観測及び測定の方法によるものとし、点検の

較差の標準は別表第２３に定めるところによるものとする。 

８ 放射法による細部図根測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第２４に定めると

ころによるものとする。 

９ 観測、測定及び計算結果が別表第２２から別表第２４までに定める制限を超えた場合は、再

測をしなければならない。 

なお、再測は、観測中の諸条件を吟味し、許容範囲を超えた原因を考慮して行うものとす

る。 

１０ 一筆地測量と併行して設置した細部放射点については、一筆地測量の計算を実施するまで

に点検を行うものとする。 

１１ 細部放射点の１０パーセント以上については、他の細部図根点等又は航測図根点からの同

一方法の観測又は当該点から他の細部図根点等又は航測図根点への取付観測により点検を行

い、その座標値の較差が別表第２５の制限内にあれば、最初に求めた位置を採用する。ただ

し、見通し障害等により他の細部図根点等又は航測図根点からの同一方法の観測又は当該点か

ら他の細部図根点等又は航測図根点への取付観測ができない場合には、別表第２１に定めると

ころにより点検測量を行うものとする。 

１２ 開放路線により求めた細部放射点については、別表第２１に定めるところにより全数にお

いて点検測量を行わなければならない。 

 

（放射法による細部図根測量の観測、測定及び計算） 

第７２条 準則第六十七条並びに運用基準第３６条及び第３６条の２の規定を適用するものとす

る。 
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第三款 一筆地測量 

 
（一筆地測量の方法） 

第７３条 一筆地測量は、単点観測法、放射法、多角測量法又は交点計算法によるものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（一筆地測量の方法） 

第４１条 単点観測法による一筆地測量は、ネットワーク型ＲＴＫ法又はＤＧＰＳ法により行う

ものとする。 
２ 放射法又は多角測量法による一筆地測量は、ＧＮＳＳ法、ＴＳ法又はデジタル方位距離計を

用いる測量方法（以下「デジタル方位距離計法」という。）により行うものとする。 

 
（一筆地測量の基礎とする点） 

第７４条 一筆地測量は、単点観測法によるものを除き、細部図根点等又は航測図根点を基礎と

して行うものとする。 

 

（単点観測法による一筆地測量） 

第７５条 観測に使用する測位衛星の数は５以上とし、受信高度角は１５度以上とする。 

２ 単点観測法により観測された筆界点の座標値は、周辺の細部図根点等又は航測図根点との整

合性の確保を図るよう努めなければならない。 

 

---- 運用規程 ---- 

（単点観測法による一筆地測量） 

第４２条 単点観測法における観測及び測定の方法は、別表第２６に定めるところによるものと

する。 

２ 単点観測法による一筆地測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第２７に定める

ところによるものとする。 

３ 単点観測法により得られた筆界点と周辺の細部図根点等又は航測図根点との整合性を確保す

るための点検点数は３点以上を標準とし、努めて当該地区の周辺を囲むように選点するものと

する。 

なお、整合性を確保するための細部図根点等又は航測図根点の密度は、１平方キロメートル

当たり４点を標準とする。 

４ ネットワーク型ＲＴＫ法による整合性の確保は、ネットワーク型ＲＴＫ法により得られた細

部図根点等又は航測図根点の座標値と当該点の成果値の比較により行うものとする。 

５ 前項により比較した座標値の較差が、別表第２７に定める制限を超過した場合は、平面直角

座標系上において前項で比較した細部図根点等又は航測図根点を与点として座標補正を行い水

平位置の整合処理を行うものとする。 

なお、座標補正の変換手法は、ヘルマート変換を標準とする。 

６ 前項の場合における座標補正の点検は、座標補正後の筆界点の座標値と与点とした細部図根

点等又は航測図根点以外の既設点の成果値による計算距離と、筆界点から与点とした細部図根

点等又は航測図根点以外の既設点までの距離を単点観測法等の方法により求めた実測距離との

比較により行うものとする。 

なお、点検数は１点以上とする。 

７ 前項により比較した距離の較差が別表第２７に定める制限を超過した場合は、水平位置の整

合処理に用いた与点を変更し再度第５項による比較を行うものとする。     

８ ＤＧＰＳ法による観測は、細部図根点等又は航測図根点の観測を行いＤＧＰＳ補正情報の質

を確認した後に、筆界点の観測を行うものとする。 

９ 前項により得られた細部図根点等又は航測図根点の座標値と当該点の成果値との較差が別表
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第２７に定める制限を超過した場合は、観測条件を変更し再度観測を行うものとする。 

 

（放射法による一筆地測量） 

第７６条 放射法による一筆地測量は、細部図根点等又は航測図根点を与点として行うものとす

る。 

２ 与点とする細部図根点等又は航測図根点が当該地籍測量の着手前に設置された既設のもので

ある場合は、あらかじめ与点の点検測量を行うものとする。 

３ 放射法による一筆地測量において水平角の観測を行う場合は、与点と同一の多角網に属する

細部図根点等又は航測図根点を基準方向とし、与点から筆界点までの距離は、与点から基準方

向とした細部図根点等又は航測図根点までの距離より短くするものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（放射法による一筆地測量） 

第４３条 簡易網平均計算（定型網を除く。）により求められた路線に属する細部図根点等又は

航測図根点を与点とする場合は、与点と同一の平均計算により求められた細部図根点等又は航

測図根点を基準方向とする。 

２ 放射法による一筆地測量における与点から筆界点までの距離は、１００メートル以下を標準

とする。 

３ 放射法による一筆地測量においてあらかじめ行う与点の点検測量は、ＴＳ法による場合は同

一の多角路線に属する他の細部図根点等又は航測図根点までの距離の測定、又は基準方向と同

一の多角路線に属する他の細部図根点等又は航測図根点との夾角の観測を、ＧＮＳＳ法による

場合は基線ベクトルの観測を行い、当該点の移動、番号の誤り等の点検を行うものとする。 

４ 前項の点検に当たっては、別表第２８に定める観測及び測定の方法によるものとし、点検の

較差の標準は別表第２９に定めるところによるものとする。 

５ 放射法等による一筆地測量における観測及び測定の方法は、別表第２８に定めるところによ

るものとする。 

６ 放射法等による一筆地測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第３０に定めると

ころによるものとする。 

７ 観測、測定及び計算結果が別表第２８から別表第３０までに定める制限を超えた場合は、再

測をしなければならない。 

なお、再測は、観測中の諸条件を吟味し、許容範囲を超えた原因を考慮して行うものとす

る。 

 

（多角測量法による一筆地測量） 

第７７条 多角測量法による一筆地測量における多角路線の選定に当たっては、細部図根点等又

は航測図根点を結合する多角網又は単路線を形成するよう努めなければならない。ただし、見

通し障害等により真にやむを得ない場合には、閉合路線を形成することができる。 

 

---- 運用規程 ---- 

（多角測量法による一筆地測量） 

第４４条 多角測量法による一筆地測量の多角路線の長さは、５００メートル以下を標準とす

る。 

ただし、デジタル方位距離計法による場合は多角路線の長さは３００メートル以下とし、そ

の測点間の距離は５メートル以上２５メートル以下、測点の数は２０点以下とする。 

２ 多角測量法による一筆地測量における観測及び測定の方法は、別表第３１に定めるところに

よるものとする。 

３ 多角測量法による一筆地測量における計算の単位及び計算値の制限は、別表第３２に定める

ところによるものとする。 
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４ 多角測量法による筆界点の座標値は、第３８条第９項の規定を準用して求めるものとする。 

５ 観測、測定及び計算結果が別表第３１及び別表第３２に定める制限を超えた場合は、再測を

しなければならない。 

なお、再測は、観測中の諸条件を吟味し、許容範囲を超えた原因を考慮して行うものとす

る。 

 

（交点計算法による一筆地測量） 

第７８条 準則第七十条の四並びに運用基準第４０条の規定を適用するものとする。 

 

（次数の制限） 

第７９条 一筆地測量（単点観測法によるものを除く。）における筆界点の次数は、細部図根点

等又は航測図根点を基礎として、多角測量法にあっては２次まで、その他の方法にあっては１

次までとする。この場合において、地籍図根三角点等を基礎として求めた筆界点の通算次数

は、６次までとする。 

 

（筆界点の位置の点検） 

第８０条 筆界点の位置は、その位置が現地の位置を正しく表示しているかどうかを点検するよ

うに努めなければならない。 

 

---- 運用規程 ---- 

（筆界点の位置の点検） 

第４５条 筆界点の位置の点検は、一筆地測量により座標値を算出した筆界点（多角測量法によ

る一筆地測量により求めた筆界点を除く。）から２パーセント以上を抽出して行うものとし、

放射法による場合は他の細部図根点等からの同一の方法の観測、単点観測法の場合は同一の方

法により点検を行うものとする。 

２ 前項で点検を行った座標値の較差が別表第２７又は別表第３０に示す制限内にある場合に

は、最初に求めた位置を採用するものとする。 

 

 

第５章 地積測定 
 

（地積測定の方法） 

第８１条 地積測定は、現地座標法により行うものとする。 

 

---- 運用規程 ---- 

（記録及び成果） 

第４６条 地積測定における作業の記録及び成果は、別表第５に掲げるものとする。 

 

（地積測定の方法） 

第４７条 筆界未定地の地積測定は、関係土地を一括して行うものとする。 

 

（筆界点座標値の計測） 

第８２条 地積測定に用いる筆界点の座標値は、一筆地調査において作成した筆界確認図を用

いて計測する。 

また、補備測量を行った筆界点については、補備測量により算出した座標値を採用するもの

とする。 
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---- 運用規程 ---- 

（筆界点座標値の点検） 

第４８条 筆界確認図より計測した筆界点座標値の点検は、計測した筆界点（多角測量法による

一筆地測量により求めた筆界点を除く。）の総点数から２パーセント以上を抽出して行うもの

とし、筆界確認図から再度計測により点検を行うものとする。 

 

（点検） 

第８３条 準則第八十六条の規定を適用するものとする。 

 

（地積測定成果簿） 

第８４条 準則第八十七条の規定を適用するものとする。 

 

（原図の作成） 

第８５条 原図は、地籍図の様式を定める省令（昭和６１年総理府令第５４号）に基づいて必要

な事項を表示した上、原図用紙に製図して作成するものとする。 

２ 前項の作業を終えたときは、筆界点番号図、筆界点成果簿及び地籍図一覧図を作成するもの

とする。 

３ 運用基準第４３条の規定を適用するものとする。 

 

（地籍明細図） 

第８６条 準則第七十五条及び運用基準第４４条の規定を適用するものとする。 

 

 


